




（総　　則）

第１条　　令和2年度五霞町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 3,180 戸
(2) 1,503,800 ㎥
(3) 4,120 ㎥
(4) 事業費 425,300 千円

一 式
一 式
一 基

令和2年度　五霞町水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 給 水 量
一 日 平 均 給 水 量

川 妻 浄 水 場 浄 水 設 備 増 設 工 事
主 な 建 設 改 良 事 業

川妻浄水場・取水場 配水・揚水設備更新工事
消 火 栓 設 置 工 事
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（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。

461,827 千円

第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 341,988 千円
第２項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 119,839 千円

461,827 千円
　　

第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　 396,294 千円
第２項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     　 65,233 千円
第３項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 300 千円

第 １ 款 事 業 費 用

営 業 費 用
営 業 外 費 用
特 別 損 失

第 １ 款 事 業 収 益

支　　　　　　　　　　　　　　　　出

営 業 収 益
営 業 外 収 益

収　　　　　　　　　　　　　　　　入
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（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　　 140,320千円は、過年度損益勘定留保資金で補てんするものとする。）

585,100 千円

第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 432,900 千円
第２項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　　 152,200 千円

725,420 千円
　　

第１項　　　建  設  改  良  費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 479,851 千円
第２項　　　企 業 債 償 還 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 245,569 千円

第１款 資本的支出

建 設 改 良 費
企 業 債 償 還 金

収　　　　　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　　　　　出

第１款 資本的収入

企 業 債
出 資 金
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（継続費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

年度

令和2年度

令和3年度

（企業債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　　一時借入金の限度額は432,900千円と定める。

年　割　額総　　額事　　業　　名

300,000千円

400,000千円
700,000千円川妻浄水場浄水設備増設工事

証券及び
証書の借入

　借入先の融資条件による。

償還の方法利　　　率

年５％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公営企業等金融機構
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率）

起債の方法

五霞町水道事業 432,900千円

起債の目的 限　度　額

款 項

１　建設改良費１　資本的支出
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）　　

第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、または、それ以外の経費を
　　　　　その経費の金額に流用する場合には、議会の議決を経なければならない。

36,924 千円
10 千円

（他会計からの補助金）

第１０条　　ダム水源費及び健全化対策等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は79,656千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　　たな卸資産の購入限度額は、2,060千円と定める。

五 霞 町 長　　染　谷　森　雄　　　　

令和２年３月４日　　提出

　(1)　　職員給与費
　(2)　　交際費
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収　　　　　入 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 461,827

１． 341,988

　１． 340,000

　２． 1,988

２． 119,839

　１． 79,656

　２． 6,412

　３． 140

　４． 33,623

　５． 6

　６． 1

　７． 1

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益

負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

令和2年度　五霞町水道事業会計予算実施計画

　　　　　収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

消 費 税 還 付 金

消 費 税 還 付 加 算 金

事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

目款 項 備 考
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支　　　　　出 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 461,827

１． 396,294

　１． 192,022

　２． 8,660

　３． 41,738

　４． 153,874

２． 65,233

　１． 50,233

　２． 15,000

３． 300

　１． 300

款 項 目

事 業 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

備 考

営 業 費 用

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

特 別 損 失

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費
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収　　　　　入 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 585,100

１． 432,900

　１． 432,900

２． 152,200

　１． 152,200

支　　　　　出 　　　　（単位：千円）

予 定 額

１． 725,420

１． 479,851

　１． 425,300

　２． 2,060

　３． 19,509

　４． 1

　５． 10,891

　６． 90

　７． 22,000

２． 245,569

　１． 245,569

支 払 利 息

企 業 債 償 還 金

目

用 地 取 得 費

事 務 費

建 設 改 良 費

施 設 費

機 械 及 び 装 置

水 源 開 発 費

工 具 器 具 及 び 備 品

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

款 項 目 備 考

項 備 考款

資 本 的 収 入

出 資 金

出 資 金

企 業 債

企 業 債
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名称
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
　１　当年度純利益（損失） 2,756,000
　２　営業活動から得た現金・預金への
　　　当年度純利益の調整
　（１）有形及び無形固定資産の減価償却費 153,874,000
　（２）有形固定資産の除却費 0
　（３）引当金の増減額
　　・貸倒引当金 0
　　・引当金 0
　（４）長期前受金戻入額 △ 33,623,000
　（５）繰延資産（繰延勘定）の償却額 0
　（６）支払利息及び企業債取扱諸費 50,233,000
　（７）受取利息（△） △ 140,000
　（８）営業活動による資産及び負債の増減
　　・売上債権（未収金）の増加（△）・減少 △ 28,793,000
　　・たな卸資産（貯蔵品）の増加（△）・減少 △ 1,684,000
　　・その他流動資産の増加（△）・減少 1,872,000
　　・未払金の増加・減少（△） △ 2,352,075
　　・預り金の増加・減少（△） 0
　　・前受金の増加・減少（△） 0
　　・その他の流動負債の増加・減少（△） 0
　（９）その他調整（営業活動以外のもの）
　　・受取利息 140,000
　　・支払利息（△） △ 50,233,000
　　・固定資産の売却損・益（△） 0

　　営業活動から得た現金・預金 92,049,925

（単位：円）　　　

令和2年度　五霞町水道事業会計キャッシュフロー計算書
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Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
　１　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 439,079,000
　２　災害対策費 0
　３　負担金 0
　４　補助金 0
　５　固定資産の売却による収入支出 0
　６　投資活動に伴う前払金等の債権の増減 0
　（１）投資活動に伴う前払金等の債権の増減 0

　　投資活動から得た現金・預金 △ 439,079,000

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
　１　企業債の発行 432,900,000
　２　企業債の償還 △ 245,569,000
　３　出資金 152,200,000

　　財務活動から得た現金・預金 339,531,000

Ⅳ．現金及び預金同等物の増加減少額 △ 7,498,075
Ⅴ．現金及び預金同等物の期首残高 218,120,138
Ⅵ．現金及び預金同等物の期末残高 210,622,063
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１　総括

報   酬 給   料 手    当 賞与引当金

本 損益勘定支弁職員 0 人 2 人 0 9,292 5,342 1,327 15,961 2,784 256 19,001

年 資本勘定支弁職員 0 人 2 人 0 8,339 6,141 1,224 15,704 2,558 235 18,497

度 　　合　　　　計 0 人 4 人 0 17,631 11,483 2,551 31,665 5,342 491 37,498

前 損益勘定支弁職員 0 人 2 人 0 9,220 9,759 1,175 20,154 2,606 213 22,973

年 資本勘定支弁職員 0 人 2 人 0 8,243 5,993 1,072 15,308 2,520 194 18,022

度 　　合　　　　計 0 人 4 人 0 17,463 15,752 2,247 35,462 5,126 407 40,995

比 損益勘定支弁職員 0 人 0 人 0 72 △ 4,417 152 △ 4,193 178 43 △ 3,972

資本勘定支弁職員 0 人 0 人 0 96 148 152 396 38 41 475

較 　　合　　　　計 0 人 0 人 0 168 △ 4,269 304 △ 3,797 216 84 △ 3,497

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

職 員 数
区　　　　　　分 計 法定福利費  合    計

特 別 職 一 般 職

給　　　与　　　費 法定福利
引当金

（単位：千円）
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通勤 住居 管理職 児童  調整 時間外

手当 手当 手 　当 手当等  手当 勤務手当

本年度 120 214 0 600 1,588 1,211 1,255 120 0 234 5,342

前年度 0 75 0 600 1,528 1,081 6,246 0 0 229 9,759

比　 較 120 139 0 0 60 130 △ 4,991 120 0 5 △ 4,417

本年度 996 48 0 420 1,529 1,062 1,126 620 0 340 6,141

前年度 936 48 0 420 1,487 936 1,113 720 0 333 5,993

比　 較 60 0 0 0 42 126 13 △ 100 0 7 148

本年度 1,116 262 0 1,020 3,117 2,273 2,381 740 0 574 11,483

合　　　計 前年度 936 123 0 1,020 3,015 2,017 7,359 720 0 562 15,752

比　 較 180 139 0 0 102 256 △ 4,978 20 0 12 △ 4,269

損益勘定

資本勘定

 区           分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 合   計

　　                　(単位：千円）

手当の
内　訳
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２　給料及び手当の増減額の明細

区 分   増減額

給 料 168    給与改定に伴う増減分

   普通昇給に伴う増減分 168

   昇給期間短縮に伴う増減分

   その他の増減分

手 当 △ 4,269    制度改正に伴う増減分

   その他の増減分 △ 4,269

３　給料及び手当の状況

（１）職員一人当たりの給与

365,100

令和2年1月1日現在 416,261

49.5歳

360,275

平成31年1月1日現在 419,325

47.8歳

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

増 減 事 由 別 内 訳

区 分 一 般 行 政 職

平　均　年　齢

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平　均　年　齢

技 能 労 務 職

支給率の改正及び人事異動に伴う増

　　　   (単位：千円）

備　　　考説　　　明

普通昇給等に伴う増

備　　　考
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（２）初任給

高　　　校　　　卒 150,600 150,600

大　　　学　　　卒 182,200 182,200

（３）等級別職員数

級

3

4

7

計

3

4

6
計

（等級別の標準的な職務内容）
区　　　　　　　　分

主幹

平成31年1月1日現在

1　　　　級 6　　　　級2　　　　級 3　　　　級 4　　　　級 5　　　　級

1
4

25.0
100.0

2

1

令和2年1月1日現在

7　　　　級

課長

区　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職
一般会計の制定

一般行政職 技能労務職

区　　　　　　　分

主席主幹・主幹 課長・参事一　般　行　政　職 主事・主事補 主任 副主幹・主査

2

1

1

4

備　　　　考

一般行政職

構成比（%）職員数（人）
備　　　考

50.0

25.0

50.0

25.0

25.0

100.0
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（４）昇給

　職　　員　　数　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 4 4

　昇給に係る職員数             （Ｂ） 　（人） 4 4

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 3 3

4号給 （人）

　比　　　　　率　　　（Ｂ）　/　(Ａ）　　 　　　（％） 100.0 100.0

　職　　員　　数　　　 　　　 　　（Ａ）　　　（人） 4 4

　昇給に係る職員数             （Ｂ） 　（人） 4 4

2号給 （人） 1 1

3号給 （人）

4号給 （人） 3 3

　比　　　　　率　　　（Ｂ）　/　(Ａ）　　 　　　（％） 100.0 100.0

区 分 合 計 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 備 考

本
年
度

前
年
度

号給数別内訳

号給数別内訳
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（５）特殊勤務手当

　　　　　％

　　　　　％

　　　　　　　　（　　年　　月　　日現在）

　支給対象職員１人当たり平均

　支給月額　　　　　       　　　　　　　　　（円）

　代表的な特殊勤務手当の名称

（６）期末手当、勤勉手当

450

100

445

100

450

100

100

225 225

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

225

100

合 計

225

100

区 分

　給料総額に対する比率　　　　　

　支給対象職員の比率　　　　　　　％

備 考

前 年 度

100

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分）

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 備 考

222.5

区 分

本 年 度

一 般 会 計 の 制 度
100

222.5

100
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（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
そ の 他 の 退   職  時

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特 別昇 給

定年前早期退職

（2%～20%加算）

定年前早期退職

（2%～20%加算）

（８）その他の手当

24.586875

47.709 なし

通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一 般 会 計 の 制 度 に 準 ず る 。

差 異 の 内 容区 分

扶 養 手 当

一 般 会 計 の 制 度 に 準 ず る 。

住 居 手 当 一 般 会 計 の 制 度 に 準 ず る 。

　区　　　　　　　　分 備　　考

支　給　率　等

一般会計の制度

24.586875 33.27075 47.709

33.27075 47.709 47.709

最　高　限　度３５年勤務の者２５年勤務の者２０年勤続の者

なし

（支給率等）
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企業債 その他

令和2年度 300,000 300,000 0 300,000 300,000 42.9

令和3年度 400,000 400,000 0 400,000 57.1

計 700,000 700,000 0 300,000 300,000 400,000 100.0

備考
年度 年割額

同左財源内訳

継続費に関する調書
（単位：千円）

款 項 事業名

全　　　　体　　　　計　　　　画
前前年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生（見込）

額

当該年度
支払義務
発生予定

額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定

額

１　資本
的支出

１　建設
改良費

川妻浄水場
浄水設備増

設工事

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗

率
（％）

-246-



　期　　間 　金　　額 　期　　間 　金　　額

令和2年度から
令和3年度まで

298,605 298,605水道施設包括的運転維持管理等業務委託 425,045 令和元年度 126,440

(単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　項 限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

営業収益

左の財源内訳
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　　　（単位：円）

１．

(1)

（イ） 267,098,798

（ロ） 551,658,777

△ 228,708,856 322,949,921

（ハ） 5,076,754,952

△ 3,363,906,684 1,712,848,268

（ニ） 3,610,039,652

△ 2,713,526,303 896,513,349

（ホ） 2,370,920

△ 2,252,374 118,546

（ヘ） 33,522,526

△ 29,813,089 3,709,437

（ト） 9,176,499

△ 1,361,406 7,815,093

（チ） 366,726,999

3,577,780,411

土 地

（令和3年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

令和２年度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　定　貸　借　対　照　表

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

車 輛 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

車 輛 及 び 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形 固 定 資 産

建 物

機械及び装置減価償却累計額

建 物 減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品減価償却累計額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

その他有形固定資産減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計
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(2)

（イ） 706,100

706,100

3,578,486,511

２．

(1) 210,622,063

(2) 42,179,733

△ 1,318,698 40,861,035

(3) 5,284,000

256,767,098

3,835,253,609

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 （ 未 収 金 ）
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　　　　　（単位：円）

３．

(1) 1,806,820,950

1,806,820,950

４．

(1) 262,886,000

(2) 0

(3)

(イ） 2,247,000

(ロ） 407,000 2,654,000

(4) 1,000,000

266,540,000

５．

(1) 2,230,479,856

(2) △ 1,579,720,240

650,759,616

2,724,120,566

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

負 債 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

企 業 債 （ 固 定 負 債 ）

企 業 債 （ 流 動 負 債 ）

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 引 当 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額
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　　　　　（単位：円）

６．

(1) 967,298,737

967,298,737

７．

(1)

（イ） 1,262,400

1,262,400

(2)

（イ） 142,571,906

142,571,906

143,834,306

1,111,133,043

3,835,253,609

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

自 己 資 本 金
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　　　　　　（単位：円）

1．

(1) 307,407,000

(2) 1,844,000 309,251,000

２．

(1) 176,421,630

(2) 8,852,000

(3) 35,836,000

(4) 147,672,000 368,781,630

△ 59,530,630

令和元年度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　定　損　益　計　算　書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

そ の 他 営 業 収 益

配 水 及 び 給 水 費

給 水 収 益

減 価 償 却 費

総 係 費

営 業 利 益
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３．

(1) 85,094,000

(2) 6,034,000

(3) 140,000

(4) 33,897,000

(5) 6,000

(6) 1,000

(7) 1,000 125,173,000

４．

(1) 59,570,000

0 59,570,000 65,603,000

6,072,370

５．

(1) 300,000 △ 300,000 △ 300,000

5,772,370

134,043,536

139,815,906

長 期 前 受 金 戻 入

受 取 利 息

負 担 金

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 損 失

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

消 費 税 還 付 金

営 業 外 費 用

消 費 税 還 付 加 算 金
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　　　（単位：円）

１．

(1)

（イ） 267,098,798

（ロ） 551,658,777

△ 220,225,856 331,432,921

（ハ） 5,074,637,952

△ 3,272,222,684 1,802,415,268

（ニ） 3,492,312,652

△ 2,660,481,303 831,831,349

（ホ） 2,370,920

△ 2,252,374 118,546

（ヘ） 33,441,526

△ 29,605,089 3,836,437

（ト） 9,630,499

△ 1,361,406 8,269,093

（チ） 49,444,999

3,294,447,411

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

工具器具及び備品減価償却累計額

そ の 他 有 形 固 定 資 産

その他有形固定資 産減 価償 却累 計額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

機械及び装置減価償却累計額

車 輛 及 び 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和元年度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　定　貸　借　対　照　表

車 輛 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

（令和2年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部
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(2)

（イ） 706,100

706,100

3,295,153,511

２．

(1) 218,120,138

(2) 13,386,733

△ 1,318,698 12,068,035

(3) 3,600,000

(4) 0

233,788,173

3,528,941,684

そ の 他 流 動 資 産

電 話 加 入 権

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 （ 未 収 金 ）

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
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　　　　　（単位：円）

３．

(1) 1,636,806,950

1,636,806,950

４．

(1) 245,569,000

(2) 2,352,075

(3)

(イ） 2,247,000

(ロ） 407,000 2,654,000

(4) 1,000,000

251,575,075

５．

(1) 2,230,479,856

(2) △ 1,546,097,240

684,382,616

2,572,764,641

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

法 定 福 利 引 当 金

企 業 債 （ 流 動 負 債 ）

未 払 金

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 （ 固 定 負 債 ）

固 定 負 債

流 動 負 債
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　　　　　（単位：円）

６．

(1) 815,098,737

815,098,737

７．

(1)

（イ） 1,262,400

1,262,400

(2)

（イ） 139,815,906

139,815,906

141,078,306

956,177,043

3,528,941,684

資 本 金

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
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収　　　　　　　入 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 461,827 462,420 △ 593

１． 341,988 333,988 8,000

１． 340,000 332,000 8,000 　１． 340,000 3,180戸　　有収1,503,800㎥/年

２． 1,988 1,988 0 　１． 1,988  1,944,000円

44,000円

２． 119,839 128,432 △ 8,593

１． 79,656 87,871 △ 8,215 　１． 79,656 　5,148,000円

74,508,000円

２． 6,412 6,516 △ 104 　１． 6,412 公共下水道事業特別会計負担金

３． 140 140 0 　１． 140 預金利子

４． 33,623 33,897 △ 274 　１． 33,623

５． 6 6 0 　１． 6 量水器下取代

６． 1 1 0 　１． 1

７． 1 1 0 　１． 1

営 業 外 収 益

負 担 金負 担 金

消費税還付加算金

消 費 税 還 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目
節

消 費 税 還 付 金

受取利息及び配当金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

区 分

そ の 他 営 業 収 益

給 水 料 金

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

収　益　的　収　入　及　び　支　出

令　和　2　年　度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　算　説　明　書

竣工検査手数料等　　　　 　

健全化対策補助金

思川開発補助金

　　　　　備　　　　　　　　　　考

消 費 税 還 付 加 算 金

加入金   　  　　　　　　

事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

雑 収 益

受取利息及び配当金
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支　　　　　　　出 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 461,827 462,420 △ 593

１． 396,294 387,550 8,744

１． 192,022 189,620 2,402 　１． 4,085 １人分

　２． 2,398 120,000円

児童手当 120,000円

通勤手当 190,000円

234,000円

675,000円

507,000円

552,000円

　３． 559

　４． 1,203 職員共済組合費

　５． 108

　６． 130,369 127,600,000円

581,000円

1,620,000円

18,000円

350,000円

200,000円

　７． 53,300

２． 8,660 13,470 △ 4,810 　１． 5,000

　２． 3,560

　３． 100

３． 41,738 42,395 △ 657 　１． 5,207

　２． 2,944 24,000円

600,000円

913,000円

704,000円

703,000円

法 定 福 利 費

退職手当

通勤手当

1人分

事 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

勤勉手当

営 業 費 用

総 係 費 給 料

法 定 福 利 引 当 金

繰 入 額

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目

材 料 費

動 力 費

賞与引当金繰入額

区 分

手 当

給 料

節

取水口堆積土砂処理委託

水道水放射線測定委託

水道施設包括的運転管理等業務委託委 託 料

配 水 及 び 給 水 費 修 繕 費

小手指配水場電気料

消火栓嵩上げ枠等

配水施設修繕費

電気設備定期点検委託

手 当

退職手当

勤勉手当

期末手当

管理職手当

期末手当

時間外手当

　　　　　備　　　　　　　　　　考

水質検査業務委託

埼玉県水受水費

扶養手当

受 水 費

検便検査委託
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　３． 768

　４． 1,581

　５． 148

　６． 80 旅費

　７． 50

　８． 364

　９． 168

１０． 125

１１． 622

１２． 604

１３． 12,920 4,858,000円

1,161,000円

25,000円

5,900,000円

410,000円

9,000円

5,000円

40,000円

462,000円

50,000円

１４． 804 404,000円

400,000円

１５． 4,658

１６． 250

１７． 8,408 2,780,000円

350,000円

120,000円

10,000円

5,148,000円

１８． 840 580,000円

100,000円

80,000円

80,000円

公営企業会計支援業務

水道賠償責任保険料

公用車自賠責保険料

建物災害共済保険料

住基保守点検業務委託

口座振替伝送システム保守料

機械設備損害保険料

浄化槽維持管理委託

職員共済組合費

作業服代等

下水道使用料

公用車ガソリン代

アセットマネジメント策定業務委託

検針票・納付書等

事務用品等

小手指配水場警備委託

法 定 福 利 引 当 金

繰 入 額

旅 費

通 信 運 搬 費

備 消 耗 品 費

法 定 福 利 費

燃 料 費

被 服 費

保 険 料

印 刷 製 本 費

負 担 金

修 繕 費

手 数 料

賃 借 料

委 託 料

賞与引当金繰入額

電話料金・後納郵便料・受信料

事務機器リース料・公用車リース料等

車両修繕費等

思川開発事業負担金

利根川・荒川水系水道事業者連絡協議会

日本水道協会等負担金

職員研修負担金

埼玉県清算金

電算保守点検業務委託

検針業務委託

消防設備保守点検委託

浄化槽定期検査委託

口座振替取扱手数料

コンビニ収納手数料

光 熱 水 費
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１９． 1,147

２０． 50

４． 153,874 142,065 11,809 　１． 153,874 153,874,000円

２． 65,233 74,570 △ 9,337

１． 50,233 59,570 △ 9,337 　１． 50,233 50,173,000円

60,000円

２． 15,000 15,000 0 　１． 15,000

３． 300 300 0

１． 300 300 0 　１． 300

特 別 損 失

令和元年度借入分

平成30年度借入分まで

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

有 形 固 定 資 産

企 業 債 利 息

減 価 償 却 費

貸倒引当金繰入額

営 業 外 費 用

減 価 償 却 費

支 払 利 息 及 び

雑 費

企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び

過年度損益修正損

消 費 税 及 び

過年度損益修正損
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収　　　　　　　入 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 585,100 247,260 337,840

１． 432,900 96,600 336,300

１． 432,900 96,600 336,300 　１． 432,900 10,800,000円

122,100,000円

300,000,000円

２． 152,200 150,660 1,540

１． 152,200 150,660 1,540 　１． 152,200 一般会計出資金（消火栓等）

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目

企 業 債

出 資 金

企 業 債

川妻浄水場増設工事借入

　　　　　備　　　　　　　　　　考

南摩ダム負担金借入

川妻浄水場更新工事借入

節

区 分

出 資 金

資 本 的 収 入

令　和　2　年　度　　五　霞　町　水　道　事　業　会　計　予　算　説　明　書

資　　本　　的　　　収　　　入　　　及　　　び　　　支　　　出

企 業 債

出 資 金
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支　　　　　　　出 　　　　　　（単位：千円）
 本年度 前年度 比  　較

 予算額 予算額 増  　減 金 額

１． 725,420 375,559 349,861

１． 479,851 149,654 330,197

１． 425,300 114,800 310,500 　１． 425,300

２． 2,060 2,550 △ 490 　１． 2,060

３． 19,509 25,344 △ 5,835 　１． 8,339 2人分

　２． 6,141 996,000円

620,000円

48,000円

340,000円

420,000円

1,529,000円

1,062,000円

1,126,000円

　３． 1,224

　４． 2,558 職員共済組合費

　５． 235

　６． 12 旅費

　７． 90

　８． 900

　９． 10

４． 1 1 0 　１． 1

５． 10,891 6,859 4,032 　１． 10,891

６． 90 100 △ 10 　１． 90

７． 22,000 0 22,000 　１． 22,000 川妻浄水場用地取得費

２． 245,569 225,905 19,664

１． 245,569 225,905 19,664 　１． 245,569 244,813,000円

756,000円

工具器具及び備品

用 地 取 得 費 用 地 取 得 費

量水器購入費

修 繕 費

交 際 費

旅 費

繰 入 額

法 定 福 利 引 当 金

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

給 料

手 当

備 消 耗 品 費

機械及び装置購入費

配水施設修繕費

川妻浄水場浄水設備増設工事等工 事 請 負 費

　　　　　備　　　　　　　　　　考

企 業 債 償 還 金 企 業 債 償 還 金

水 源 開 発 費

資 本 的 支 出

区 分

南 摩 ダム 水源 地域

企 業 債 償 還 金

借 入 金 利 息

機 械 及 び 装 置

施 設 費

　　款　　　・　　　項　　　・　　　目

建 設 改 良 費

支 払 利 息

整 備 事 業 負 担 金

借入元金償還金（元年度分）

児童手当

扶養手当

浄水場備品・事務用品

給水栓開閉用工具購入

借入元金償還金（30年度分まで）

思川開発事業に係る南摩ダム水源
地域整備事業負担金

退職手当

勤勉手当

期末手当

管理職手当

時間外手当

通勤手当

工具器具及び備品

事 務 費

節
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　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3)  法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
いる。

　　　(4)  貸倒引当金

令和2年度　五霞町水道事業会計注記表

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

Ⅰ．重要な会計方針

　　　　　・減価償却の方法　　定額法による。

　　　貯蔵品　個別法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1)  有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法　　定額法による。

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物 　　　　　　　　　10～65 年

　　　　　　構築物　　　　　　　　 10～60 年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　6～60 年

　　　　　　工具、器具及び備品　　 10～15 年

　　　　　　車輌運搬具　　　　　　　　　5 年

　　　(2) 無形固定資産

　３　引当金の計上方法

　　　(1)  退職給付引当金

　職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計がその全部を負担することとなっているた
め、退職給付引当金は計上していない。

　　　(2) 賞与引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上している。
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1年内

1年超

　計 16,985,092 円

4,188,384 円

12,796,708 円

　平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成26年3月31日
以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金
等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

Ⅲ．その他の注記

　１　新会計基準移行に係る経過措置

　　　(1) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　１　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
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